
 

契約管財課 

 

（仮称）港区公契約条例の制定に向けた基本的考え方について 

 

（仮称）港区公契約条例の制定に向けて、以下のとおり、条例に盛り込むべき内

容を整理し、基本的考え方を定めました。 

 

１ 背景 

公共サービス基本法などの国の法整備により、公共サービス従事者の労働環境改

善が進む中、区では、平成２７年に港区が発注する契約に係る業務に従事する労働

者等の労働環境確保の促進に関する要綱（以下「要綱」といいます。）を制定し、独

自の最低賃金水準額を定め、工事請負契約及び長期継続契約に適用してきました。

この間、要綱による取組は、受注者の協力を得られ、労働者からの最低賃金水準額

違反の申出はなく、一定の成果を上げていますが、令和６年度における最低賃金水

準額の上げ幅が、公契約条例に基づき審議会を設置している区と比べ小さく、市場

の動きと乖離が発生しました。 

近年、物価や賃金の水準が予見困難なほど上昇していることに加え、関係団体へ

のヒアリングでは、様々な業種で人手不足が顕著であり、下請を担う区内中小企業

の減少が懸念されています。 

このように、労働環境を取り巻く環境が大きく変化している状況においては、労

働環境確保の取組をさらに強化し、公共サービスの安定的な確保に取り組んでいく

必要があります。 

 

２ 条例制定の意義 

区が、適切な入札・契約制度を運用しつつ、公共サービスの質の確保と安定的

な提供を継続していくためには、公共サービス従事者等を守ろうとする区の姿勢

を示すことや区と受注者双方の責務の明確化、履行を担保する法的根拠のある権

限などが必要であり、これらを実現するためには、条例により権利、義務等を明

確にし、取組を強化することが最も効果的です。 

 

３ 条例に盛り込むべき内容 

条例に盛り込むべき内容の検討に当たっては、庁内関係部課長で構成する検討

委員会を設置し、６月と８月に計２回開催するとともに、７月には、労働者や事

業者等の関係団体に対し、これまでの要綱による取組の評価や条例への期待等を

ヒアリングしました。これらを踏まえ、盛り込むべき内容は、以下の骨子を中心

とします（詳細は、別紙のとおり）。 

（１）契約全般にわたる基本的な方針の設定 

区の入札・契約制度を適切に運用するためには、労働環境確保策に併せ、適正

な履行や良好な品質の確保、公正な競争の促進など、幅広い取組が必要です。こ
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のため、契約全般にわたる基本的な方針を定めます。 

（２）区及び受注者の責務の設定並びに区の権限強化 

条例を制定することにより、公契約に関する区と受注者双方の責務を明確化す

るとともに、受注者への立入を含む調査やペナルティ等について区の権限を強化

することで、公契約の従事者が安心して公共サービスに従事でき、優秀な人材の

確保、公共サービスの質の維持、向上等につながります。 

（３）労働報酬下限額及び労働環境確保策に関する審議会の設置 

賃金の動向に詳しい関係者で構成する（仮称）港区労働報酬等審議会を設置

し、労働報酬下限額の設定や労働環境確保の運用改善等を審議し、一層の労働環

境確保策を推進します。 

（４）契約に基づく労働報酬下限額の設定 

労働報酬下限額の遵守について、条例の条文に受注者の義務として直接的に規

定するいわゆる「公権力規制型」ではなく、公契約であっても民法に則し契約当

事者双方の合意により契約内容を決めるべきであることから、現在の要綱と同様

に区と受注者の契約によって実現します。 

 

４ 港区の条例（案）の特徴 

（１）労働環境確保の対象とする契約範囲の拡大 

条例では、製造請負契約を対象に加えるとともに、公共サービス従事者の労働

環境を守る観点から、長期継続契約に限ることなく、主に労務の提供を中心とす

る契約を対象とします。さらに、こうした契約のうち、条例制定自治体の多くは

予定価格を議案相当額等に絞って運用していますが、港区は要綱により工事請負

契約であれば、対象案件を２００万円超と広くとらえて運用してきました。引き

続き可能な限り広範な契約を対象として、公共サービス従事者の労働環境確保に

取り組みます。 

また、指定管理協定は契約ではありませんが、一定期間の労務の提供があるこ

と等から、契約に準じたものとして条例の対象とします。 

（２）区内事業者の活用 

地域経済活性化の面から、受注者に対して、下請や再委託を行う場合には、区

内事業者を活用する努力義務規定を設けます。 

（３）労働者の継続雇用 

公共サービス従事者が安心して働けるよう、要綱の趣旨を引き継ぎ、建物清掃

業務等のように継続性のある業務において、受注者が交代した場合は、希望する

従事者の継続雇用について、受注者の努力義務規定を設けます。 

 

５ 条例による労働環境確保策の適用開始日 

令和９年４月１日以後を契約期間の始期とする対象契約及び指定管理期間の始

期とする指定管理協定について適用します。 
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６ 今後のスケジュール（予定） 

令和７年 ９月中旬～１０月下旬 パブリック・コメント及び説明会 

１１月中旬       総務常任委員会 

（パブリック・コメントの結果報告) 

令和８年 ２月         令和８年第１回港区議会定例会（新規条例） 

3



（仮称）港区公契約条例に盛り込むべき内容について

５ 条例の対象とする契約の範囲

４ 区内事業者の活用

３ 区及び受注者の責務

（１）区の責務
基本方針にのっとり、公契約に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。
（２）受注者の責務
・受注者は、公契約に係る業務の公共性を認識し、法令等を遵守するとともに、区の施策に協力す
るよう努めなければならない。
・受注者は、労働者等の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備に努めなければならない。

受注者は、公契約に係る業務の一部を他の事業者に請け負わせ、又は委託しようとするときは、区
内の事業者に当該公契約に係る業務の一部を請け負わせ、又は委託するように努めなければならな
い。

公契約条例は、区が締結するすべての契約に関する条例です。
労働環境確保策だけでなく、契約全般にわたる基本的な方針を定めます。

公契約に関して、区と受注者それぞれの基本的な責務について定めます。

地域経済の活性化を目的の一つとすることから、下請や再委託の場合の区内事業者の活用について
定めます。

（１）公契約の定義

（２）特定公契約の対象範囲
これまでの要綱では、少額随意契約の範囲を超える工事請負契約及び長期継続契約（業務委託契約に限る）を対
象にしていましたが、条例においては、下表のとおり対象契約範囲を拡大します。

※対象契約の件
数は、令和６年
度実績から抽出
※黄色い網掛け
は、条例で拡充
する契約

公 契 約

特定公契約

工事請負契約 製造請負契約 指定管理協定

主に労務の提供を中心とする契約

区が締結するすべての契約

労働環境確保策の対象とする契約

※少額随意契約の範囲を超える契約を対象とします。
※国、地方公共団体等との契約を除きます。

※黄色い網掛け
は、条例で拡充
する範囲

１ 目的

（目的）
公契約に関する基本的な方針並びに港区及び公契約の相手方となる者が対等な立場と信頼関係に基
づき締結する公契約において果たすべき責務等を定めるとともに、公平かつ公正な入札等の制度を
確立し、公契約に従事する労働者等の適正な労働条件を確保することにより、公契約の適正な履行
及び良好な品質の確保を図り、もって区民福祉の増進及び地域経済の活性化に寄与することを目的
とする。

２ 公契約に係る基本的な方針

区と受注者が契約に基づく労働環境確保等に取り組むことで、最終的には区民福祉の増進や地域経
済の活性化を生み出す好循環につなげていくことを目的とします。

公契約の定義を行うとともに、対象範囲を拡大することでさらなる労働環境確保策を推進します。

A B

D

E

（A～E）

長期継続契約
（業務委託契約に限る）

C

※指定管理協定は、一定期間の労務
の提供があること、また、業務基準
書には指定管理者職員の労働環境の
確保を求めていることから、契約に
準じたものとして公契約条例の対象
とします。

基本的な方針

公契約において適正な履行及び良好な品質を確保すること。

公契約に係る手続の透明性を確保し、公正な競争を促進すること。

談合その他の不正行為を排除すること。

労働者等の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備に配慮すること。

区内の事業者の受注機会の確保を図り、地域経済の活性化に資するよう努めること。

区と受注者との対等な関係に基づき公契約に係る制度を適正に運用すること。
要綱 条例

工事 工事請負契約 129件 129件

製造 製造請負契約 45件

建物清掃業務に関する契約 12件 52件

用務業務に関する契約 26件 37件

庁舎等の設備運転管理業務に関する契約 8件 137件

自動車運行管理業務に関する契約 1件 4件

警備、受付及び施設運営業務に関する契約 14件 45件

子ども、高齢者及び障害者関連業務に関する契約 3件 74件

給食調理業務に関する契約 41件 42件

情報サービスに関する契約（システム開発、データ入力等） 353件

情報サービスに関する契約（市場調査・世論調査等） 81件

技術サービスに関する契約（建物設計・道路設計） 93件

技術サービスに関する契約（検査業務） 14件

映像・音声・文字情報制作に関する契約（動画制作業務等） 6件

道路貨物運送に関する契約（運搬請負） 49件

道路貨物運送に関する契約（廃棄物収集運搬） 25件

道路・公園管理業務に関する契約 53件

指定管理 指定管理協定 86件

234件 1,325件

種別

委託

合計

対象契約

B
A

C

D

E

長期継続契約（業務委託契約に限る）…建物清掃業務、用務業務、施設運営業務、子ども関連業
務、給食調理業務等の専ら人的サービス（役務）を中心とした、人材の安定的な確保及び継続的
な雇用による従事者の一層の技能向上が重要な業務で、複数年にわたり締結するものです。

別紙
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７ 労働報酬下限額を担保するための取組

（１）受注者による労働環境確認のためのチェックシート等の提出
現在の要綱で運用している労働環境チェックシート・賃金給付状況シートを継続する。

（２）特定公契約に従事する労働者からの申出への対応
①労働者の申出について、区だけでなく受注者及び受注関係者に対しても可能とする。
②申出があった場合に、区が受注者及び受注関係者の事業所等に立入調査を行う権限を付与する。
③調査の結果、条例に基づく契約違反が認められた場合、区は受注者に対して改善を命じる。
④調査の拒否、虚偽の報告、改善命令の違反等があった場合には、契約解除を行うとともに、条例に

基づく契約違反を理由として違約金を請求する。また、区に損害が発生する場合は、損害賠償請求
を可能とする。

⑤条例に基づく契約違反を理由に契約解除を行った場合は、その旨を公表することを可能とする。

労働者
労働報酬が

支払われていない
支払われた労働報酬
が下限額より低い

特定公契約の
受注者

特定公契約の
受注関係者
（下請など）

区

報告の求め
資料の提出
②立入調査

不利益取扱いの禁止

①
申出

（区）③改善命令
（要綱では改善指示）

（受注者）措置内容の報告

④契約解除
※違約金の請求
※区に損害があれば
賠償する義務が発生
※区は損害賠償義務
を負わない条例に基づく

契約違反

改善なし
虚偽報告など

労働報酬支払に
関する連帯責任

⑤契約解除案件等の公表

①申出

９ 特定公契約に従事する労働者の継続雇用

※赤字部分が要綱から
追加する項目

特定公契約の受注者は、継続性のある業務に関する特定公契約を締結するときは、当該業務に従事する者
の雇用の安定並びに当該業務の質の維持及び継続性の確保に配慮し、当該特定公契約の締結前から当該業
務に従事していた者のうち希望するものを雇用するよう努める。

主に審議会の規定を一部施行

10 施行日

令
和
８
年
度

令
和
９
年
度令和８年度までは、要綱に

定める最低賃金水準額を適
用（要綱は条例化により令
和８年度末で廃止）

全面施行

令和９年度から審議会
の答申を踏まえた労働
報酬下限額を適用

要綱においては、区長が継続雇用について要請する規定となっていましたが、条例では以下のとおり
受注者の努力義務として定めます。

令和８年度は審議会への諮問を行い、答申を受ける必要があるため、一部規定のみ施行します。
また、令和８年度に関しては、事業者に対する周知期間とします。

６ 労働報酬※下限額の決定（付属機関の設置）

地方自治法第138条の4第3項の規定に基づく付属機関である（仮称）港区労働報酬等審議会を
設置することで、特定公契約に係る労働者に支払う労働報酬の下限額等について、外部委員に
よる調査・審議を行い、より透明性・公平性を担保しながら定めることが可能になります。

（１）審議会の構成
以下の者により構成する。

学識経験者
労働団体関係者
事業者団体関係者

（２）審議会の機能
区長からの諮問を受け、労働報酬下限額及

び労働環境確保策について調査審議し、答申
する。

（３）労働報酬下限額決定の流れ

区
長
か
ら
の
委
嘱
及
び

諮
問

（仮称）港区労働報酬等審議会

労働報酬下限額及び労働環境確保策に
ついて調査・審議

区
長
へ
の
答
申

区
内
部
の
意
思
決
定

告
示
・
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

掲
載

翌
年
度
契
約
か
ら
適
用※要綱においては、最低賃金水準額という名称を使用していましたが、最低賃金法で定

める最低賃金額と混同しやすいため、条例においては「労働報酬」を労務の対価を示す
用語として使用します。

条例では、区の権限を強化し、労働報酬下限額を担保するため、以下の取組を拡充します。
８ 労働報酬下限額を適用する労働者の範囲

（１）特定公契約の受注者又は受注関係者（下請、再委託先等）が雇用する労働者（同居の親族のみを使
用する事業又は事務所に使用される者及び家事使用人を除く。）
（２）特定公契約の受注者又は受注関係者が雇用する派遣労働者
（３）一人親方（自らが提供する労務の対価を得るため、区以外の者から特定公契約に係る業務の一部を
請け負い、又は受託する者）

対象とする労働者の範囲は、以下のとおりです。

特定公契約に従事する労働者からの申出への対応フロー

要綱
条例
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港区での公契約における労働環境確保策の経過と
他区の公契約条例の制定状況等について

1 これまでの港区での公契約における労働環境確保策

２ 要綱に基づく最低賃金水準額の設定と運用状況

４ 特別区における公契約条例の制定状況 ５ 公契約条例の主な類型

区では、平成２７年に港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確
保の促進に関する要綱（以下「要綱」といいます。）を制定し、以下に掲げる契約につい
ては、区が定める最低賃金水準額を適用するとともに、受注者から提出された労働環境
チェックシート及び賃金給付状況シート（以下「チェックシート等」といいます。）によ
り、公共サービス従事者の労働環境の適切な確保について確認を行っています。

３ 公契約条例の特徴及び効果

（２）効果
・外部の学識経験者等からなる付属機関への諮問、答申により、公契約の透

明性や公平性が担保できます。
・区の受注者に対する権限により、一層の労働環境確保が期待できます。
・右図のように、地域経済、区民福祉の増進に好循環を生み出すことを期待

できます。

①公契約に係る業務に
従事する労働者の適正

な労働環境の確保

②優秀な人材の確保・
適正な利益の確保

③公共サービスの質の向
上・地域経済の活性化

④区民福祉の増進

(サービス利用者、従事
者の満足度向上)

好
循
環

公契約条例は、４つの類型に大別されており、合意に
基づく履行が期待できる契約型が最も良いとされていま
す（港区の要綱も同様の構成となっています。）。

※賃金条項…労働報酬下限額以上の支払いの定めが
あるもの

（１）最低賃金水準額の設定
要綱においては、以下を参酌し、区独自の最低賃金水準額を設定しています。
ア 工事請負契約
農林水産省及び国土交通省が毎年度決定する職種別公共工事設計労務単価（東京都）
イ 長期継続契約（業務委託契約に限る）
公共職業安定所が地域ごとに公表している民間の職業別パートタイム求人賃金

（２）運用状況（効果検証）
・最低賃金水準額が守られていない場合、労働者はその旨を区に申し出ることが

できます。
・要綱制定以来、要綱に違反する案件及び労働者等からの申出はありません。
・受注者からチェックシート等の提出について協力を得られています。
・労働者団体から、区の要綱は必要事項が概ね網羅していると評価されています。
・令和６年度における最低賃金水準額の上げ幅が、公契約条例に基づき審議会を設置してい

る区と比べ小さく、市場の動きと乖離が発生しましたが、概ね適切に運用されています。

特別区では、令和７年４月１日現在、１５区が公契約条
例を制定しており、直近１年では文京区、品川区が制定し
ています。

港区を含む７区は要綱を制定して労働環境確保に取り組
んでおり、１区は労働環境確保策を実施していません。

15区

65.2％

7区

30.4％

1区 4.3％

条例

要綱

その他

類型 ①賃金条項※
②受注者の
支払義務

③①及び
②の根拠

契約型 〇 〇 契約

公権力規制型 〇 〇 条例

行政指導型 〇 × 行政指導

理念型 × × －

＜要綱で運用しているチェックシート等の例＞ ６ 他区条例における労働環境確保の対象とする契約の範囲

契約種別
対象区数

(15区中の数)
備考

工事請負契約 14区

９区で１億円以上を対象としている。
※新宿区は2,000万円、世田谷区は3,000万
円以上を対象としている。

製造請負契約 9区

７区で１億円以上を対象としている。
※杉並区は5,000万円以上を対象としてい
る。

上記以外の委
託契約

14区

多くの区で1,000万円以上または2,000万円
以上を対象としている。

指定管理協定 12区 -

※金額は予定価格
※令和７年５月１日現在

複数区で対象としている主な委託契約

清掃業務（建物、公園、施設等） 

警備業務（機械警備を除く） 

受付・案内業務（庁舎や施設） 

給食調理業務（学校、保育所等） 

施設の総合管理業務（運転、保守、点検含む） 

学校・保育所の用務業務 

廃棄物・資源回収業務 

車両運行業務

学童クラブ・放課後事業の運営業務 

契約種別 対象要件

工事請負契約 ２００万円超（少額随意契約の範囲を超えるもの）

長期継続契約

庁舎等の管理業務その他の役務の提供を受ける契約で
あって、年間を通じて役務の提供を受ける必要がある次
の契約
(1)建物清掃業務に関する契約
(2)用務業務に関する契約
(3)庁舎等の設備運転管理業務に関する契約
(4)自動車運行管理業務に関する契約
(5)警備、受付及び施設運営業務に関する契約
(6)子ども、高齢者及び障害者関連業務に関する契約
(7)給食調理業務に関する契約

                                       令和XX 年 XX 月 XX日 

労働環境チェックシート 
 

契約番号：    XX 港契約第 00X000XXXX 号    

契約件名：    ●●●●工事          
受注者名：    株式会社Ａ           

 

代表者氏名：   代表取締役 港 太郎    印 

担当者名：    営業担当 港 花子       

連絡先電話番号： 03-XXXX-XXXX                   

 

【労働基準法に関する事項】 

チェック項目 根拠条文 確認事項 回答 
いいえと回答した

場合はその状況 

就業規則 

法89 条 1 
就業規則の内容が最新の状態でかつ法令に準じて適正に作

成されている 
はい・いいえ  

則49条 

則第52 条の2 
2 

事業所ごとに所轄労基準監督署(港区の場合は三田労働基

準監督署）に届出をし、かつ、周知をしている 
はい・いいえ  

労働条件の 

明示 

法15 条 

則 5条 
3 

労働契約の締結に際し、労働者に労働条件を書面で明示し

ている（就業規則の提示、労働条件通知書等） 
はい・いいえ  

労働時間 法32 条 

4 所定労働時間は、適正に定められている はい・いいえ  

5 

労働時間及び時間外労働勤務について客観的な記録をもと

に管理している 
はい・いいえ 

 

タイムカード等の記録方法をご記載ください 

(                                                ）                   
 

6 
時間外労働時間数の算出は適正である（一日ごとに端数の

切捨等を行っていない） 
はい・いいえ  

休憩 法34 条 7 休憩は適正に付与している はい・いいえ  

休日 法35 条 8 休日は適正に付与している はい・いいえ  

年次有給 

休暇 
法39 条 9 

年次有給休暇は、法定どおり継続勤務に応じた日数を付与

し（上回る場合も含む）、原則として請求された時季に与え

ている 

はい・いいえ  

時間外・ 

休日労働 
法36 条 

10 

時間外・休日労働に関する協定届（３６協定）は、事業場

ごとに締結され、所轄労働基準監督署（港区の場合は三田

労働基準監督署）に適正に届けられている 

はい・いいえ  

11 
３６協定の範囲内で時間外・休日労働をさせており、その

時間を超えた時間外労働はさせていない 
はい・いいえ  

賃金 

法24 条 12 
賃金について通貨で全額を、従業員に直接、毎月１回以上、

一定期日を定めて支払っている 
はい・いいえ  

法37条 13 割増賃金の計算の基礎となる単価は適正である はい・いいえ  

則19条 

～21 条 
14 

法定労働時間を超えた時間外労働、休日労働、深夜労働に

ついて、適正に割増賃金を支払っている 
はい・いいえ  

 

 

 

                      令和XX年 XX月 XX 日 

賃金給付状況シート（工事）（提出：第１回目） 

 

 

契約番号：    XX 港契約第 00X000XXXX 号    

契約件名：    ●●●●工事          

受注者名：    株式会社Ａ           

 

代表者氏名：   代表取締役 港 太郎    印 

担当者名：    営業担当 港 花子       

連絡先電話番号： 03-XXXX-XXXX                   

 

№ 職種 
判定用賃金額 

(１時間当たり:円) 

備 考 

※施工業者名（元請、下請業者名）記入 

※２回目以降の提出の場合、「変更」「追記」等を記入 

１ 普通作業員 3,082円 株式会社Ａ（元請） 

２ 軽作業員 2,128円 株式会社Ａ（元請） 

３ 交通誘導警備員Ｂ 2,024円 株式会社Ａ（元請） 

４ 配管工 3,289円 株式会社Ｂ製作所（下請） 

５ 設備機械工 3,220円 Ｃ株式会社（下請） 

６ 内装工 3,795円 Ｄ工務店株式会社（下請） 

７    

８    

９    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

19    

20    

  

【労働安全衛生法に関する事項】 

チェック項目  根拠条文 確認事項 回答 
いいえと回答した

場合はその状況  

安全衛生 

管理体制 

安衛法 

第3章 
15 

事業場の業種と規模(常時使用する労働者数)に応じた安全

衛生管理体制を整備している (衛生推進者・産業医等) 
はい・いいえ  

健康診断 則44 条 16 毎年定期的に健康診断を実施している はい・いいえ  

【労働者災害補償保険・雇用保険法に関する事項】 

チェック項目  根拠条文 確認事項 回答 
いいえと回答した

場合はその状況  

適用事業所   17 設置届又は非該当申請を提出している はい・いいえ  

保険加入 

要件 

雇保法 

4条、6条 
18 

要件を満たす者は全員、雇用保険の被保険者資格を取得さ

せている 
はい・いいえ  

 

【健康保険・厚生年金保険法に関する事項】 

チェック項目  根拠条文 確認事項 回答 
いいえと回答した

場合はその状況  

適用事業所   19 社会保険の適用事業所である場合、適用を受けている はい・いいえ  

保険加入 

要件 

健保法 

3条、35条 

厚年法 

9条、12条 

20 
要件を満たす者は全員、健康・厚生年金保険の被保険者資

格を取得させている 
はい・いいえ  

保険料   21 
算定基礎届、月額変更届、賞与支払届は適正に届出が行わ

れている 
はい・いいえ  

 

【ワークライフバランスに関する事項】 

チェック項目  根拠条文 確認事項 回答 
いいえと回答した

場合はその状況  

ワーク 

ライフ 

バランス 

 

22 
年次有給休暇の取得を促進させる措置を講じている（計画

的付与制度の活用、年間の取得計画の作成等） 
はい・いいえ  

23 
育児・介護休業等を利用しやすい環境を整備している（広

報誌等を活用した諸制度の周知等） 
はい・いいえ  

【その他】 

「労働者向けのちらし」を労働現場に掲示した上で、下欄に写真を貼付してください。【工事請負契約のみ】 

「労働者向けのちらし」の掲示状況を示す写真貼付欄（掲示が難しく、貼付が困難な場合はその旨を記載してく

ださい。）  

 

（１）近年制定されている条例の特徴
・公契約とは、地方自治体等が発注者となる公共工事や業務委託等です。
・公契約条例は、労働環境確保が中心的な要素となっていますが、目的は公

契約の適正な履行や品質の確保を行い、その結果を区民に還元していくこ
とです。労働環境確保だけでなく、入札・契約制度の透明性・公平性を確
保し、不正行為を排除していくことを条例として区の方針と定め、区の姿
勢として発信し、受注者・従事者とも共有していくことで、公共サービス
の質の確保・向上を図ります。

・自治体に対し、受注者に義務を履行させるための立入調査や公表等の強い
権限を付与しています。

・公契約における最低賃金水準額の決定過程に、首長の付属機関からの答申
があります。

参考資料
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